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２-④ 林道沿線環境整備業務委託 【生産基盤整備】

4 森林環境譲与税の活用計画

森林整備のアクセス道としての機能維持、景観の保全を目的とし、曽於市が管轄す

る林道44路線を対象とした下刈り・清掃等を行います。

【曽於市が管理する林道の下刈・清掃業務委託】

森林組合への業務委託：林道の沿線の整備

図１５ 曽於市が管轄する林道44路線の位置図

４－２ 生産基盤整備
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３-⑤ 意向調査業務委託 【森林整備】

4 森林環境譲与税の活用計画

森林情報と所有者情報の突合・一元化を通じ、

意向調査対象者リストを作成後、調査票を送付

します。

そして、回答頂いた調査票を集計・分析し、

森林所有者の中長期的な視点での森林管理・森

林経営に関する意向（今後の方針）について

・委託先を紹介して欲しい

・売却したい

・誰か紹介して欲しい

の選択肢から選んで頂きます。

令和２年度分より、課税台帳情報による林地

台帳更新を行うことで、送付時に多く発生して

いた所有者不明の課題削減が可能となりました。

なお、令和３年度分の調査票より、できるだ

けわかりやすく簡潔な設問へ変更し回答率のア

ップを図る計画です。

令和元年度～令和６年度の計画及び送付実績は、下記に示す通りです。

図１６ 意向調査の流れ

表１１ 意向調査の実施計画と実績

４－３ 森林整備
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３-⑥ 森林整備推進業務委託 【森林整備】

4 森林環境譲与税の活用計画

市内の造林未済地及び意向調査後の森林に対して、現地調査を行ない、集約可能な

森林においては、

・森林所有者の確認

・地域森林計画の対象か否かの確認

・森林所有者への事業体の森林経営管理方針の説明

・森林所有者への事業体の森林経営計画への編入の提案

を行い、事業体との森林経営受委託計画の締結を推奨します。その上で、事業体によ

り適切な森林整備を推進します。一方、集約不可（林業経営に適さない）と判断した

森林については、不利条件の洗出しを行い、今後、市の補助等を用いて施業ができな

いか検討します。

【森林整備計画推進業務委託】

意向調査結果、森林パトロール調査結果に基づく、集約可能な森林についての森

林所有者との調整・協議，集約不可な森林に関する諸検討をあわせて一括委託しま

す（曽於市森林組合への委託を想定）。

【意向調査結果リスト】 【造林未済地リスト】

現地調査
↓

経営に適する or 適していないの判断
↓

所有者への説明

集約化可能

事業体が森林経営計画に
編入し，森林整備を行なう

不利条件の洗い出しをし，
事業実施の検討

集約化不可

図１７ 曽於市における森林整備の流れ
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4 森林環境譲与税の活用計画

３-⑦ 曽於市次世代の森林づくり対策事業 【森林整備】

曽於市内の森林経営計画に基づく施業が行われている山林について、災害の防止や、

森林資源の持続的な循環に資することを目的に、間伐及び下刈り、再造林等の森林整

備を推進する事業体への補助をすることにより、適切な森林整備を促進します。

【曽於市次世代の森林づくり対策事業】

造林補助事業等を活用した人工造林・下刈り・伐事業に対して上乗せ助成する

間伐 （県の標準単価の10％以内）

造林・下刈り（県の標準単価の10％以内）

３-⑧ 林業経営体支援事業 【森林整備】

曽於市内の森林経営計画に基づく施業が行われている山林について、災害の防止や、

森林資源の持続的な循環に資することを目的に、高性能林業機械等の導入費用の一部

について、支援を行います。

【林業経営体支援事業補助金】

高性能林業機械等の導入：補助対象経費の1/2以内

令和元年度の高性能林業機械の保有台数は，

運材用のフォワーダ2,784台，枝払い・玉切り・集積作業

を行うプロセッサ2,155台をはじめ，総台数が10,218台

となりました。

10年前（平成21年度）の4,194台と比較して約2.4倍の

保有台数になっています。

図１８ 高性能林業機械の保有状況の推移（全国）
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４-⑨ 林業就業支援講習業務委託 【担い手育成・木育事業】

4 森林環境譲与税の活用計画

森林整備に必要な林業労働力を確保するため、就業希望者を対象に就業支援講習を

実施し、新規就労者雇用の確保，定着を図ります（令和２年度講習を通じて就業者１

名。令和３年度の実績は、募集定員10名に対し、IUターン移住希望を含めて応募者16

名）。

なお、令和２年度委託分から、取得できる資格を追加。チェーンソー、刈払い機だ

けでなく、車両系伐出機械等を追加し、高性能林業機械を使用するための資格も取得

できるように講習内容の見直し・充実を図っています。

４-⑩ 林業事業体労働環境整備支援事業 【担い手育成・木育事業】

林業就業者の労働強度の縮減、労働安全確保に必要な環境を整備ための支援を行い

ます。

【林業事業体労働環境整備支援金】

過酷労働(造林・下刈)従事者の日当上乗せ支援（定額3,000円/人日）

図１９ 就業希望者を対象とした就業支援講習の記録（令和２年度）

４－４ 担い手育成・木育事業
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４-⑪ 造林事業担い手促進支援事業 【担い手育成・木育事業】

4 森林環境譲与税の活用計画

担い手不足が顕著な造林・下刈り作業等に従事する労働力を確保するため、新規就業

者に対して就労奨励金を交付し新規就業を促進します。

【新規就業者就労奨励金】

新規林業就業者（造林・下刈）に就労奨励金を助成：1人当たり20万円×４人を想定

担い手不足が顕著な造林・下刈り作業等に従事する労働力に対して賃金の上乗せを行

ない、森林整備を促進します。

【担い手対策支援事業補助金】

林業就業者（造林・下刈）に対して賃金の上乗せ支援（ha当たりの請負金額の15％）

４-⑫ 木育推進事業（森林まつり） 【担い手育成・木育事業】

木育推進協議会が行なう「地域とふれあう森林まつり」に対し、事業費の1/2補助を

行ないます。地域住民や子供たちに木とふれあう機会を創出し、木材や、森林につい

ての意識の醸成を促進します。

【木育事業：森林まつりの助成】 （補助率1/2以内） 50万円を想定

図２０ 森林まつりの記録（令和２年度）
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５-⑬ 森林炭素マイレージ事業 【木材利用促進】

５-⑭ 地域産材利用促進事業 【木材利用促進】

4 森林環境譲与税の活用計画

かごしま材を使用した木造建築物において、県が認定したＣＯ２の固定認証量に応

じ、１トン当たり4,500円を上限に、交付金を交付します。

【森林炭素マイレージ事業】 建築主5棟 * 11トン * 4.5千円 を想定

地域産材の地産地消、利活用を促進するため、地域産材を10㎥以上使用し、かつ、

かごしま緑の工務店により建築された新築住宅等に対し、１戸当たり30万円を上限に

補助金を交付します。

【地域産材利用促進事業務委託】 上限 30万円×15戸 を想定

図２１ 曽於市森林産業マイレージ交付金制度の概要

４－５ 木材利用促進
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巻末資料
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巻末資料１ 森林環境譲与税の使途事例（他自治体）

（ (1)森林整備 ）

森林環境譲与税の取組事例集（林野庁，令和２年10 月）

(1) 森林整備
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森林環境譲与税の取組事例集（林野庁，令和２年10 月）

巻末資料１巻末資料１ 森林環境譲与税の使途事例（他自治体）

(2) 人材育成・担い手確保


